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シンガポールは「シンガポール国外からシンガポールにおいて受領され
た」所得に課税します。居住者である個人にとっては、この点は理論上の
問題にすぎません。第13条第7A項により、居住者である個人が受領する
国外源泉所得は、パートナーシップを通じたものを除き、すべて非課税と
されているからです。1 会社にとっては、この点が中心的な問題となりま
す。外国のプラットフォームで執行したトークン売買から事業利益を得る
シンガポールの会社が国外源泉所得を有するのは、その商取引の源泉が国
外にある場合に限られ、シンガポールから経営される会社ではそれはまれ
です。源泉が国外にある場合、所得はシンガポールで受領された時点で課
税され、第10条第25項は3つの場合に受領があったものとみなしていま
す。

所得は、シンガポールに送金され、移送され、または持ち込まれた場合
に、シンガポールで受領されたものとみなされます（(a)号）。また、シン
ガポールで営まれる商取引または事業に関して負った債務の弁済に充てら
れた場合（(b)号）、またはシンガポールに持ち込まれる動産の購入に充
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てられた場合（(c)号）にも、受領されたものとみなされます。2 この規定
は、銀行送金や貨物を想定して起草されたものです。デジタルアセット
は、この規定がまったく想定していなかった問題を提起します。トークン
が国外の取引所にあり、秘密鍵をシンガポールにいる取締役が保有してい
る場合、国外源泉の利益は「シンガポールに持ち込まれた」ことになるの
でしょうか。保有者がステーブルコインの残高をシンガポールにあるノー
トパソコン上のセルフカストディ・ウォレットに移した場合、それは「シ
ンガポールに持ち込まれた動産」にあたるのでしょうか。

内国歳入庁（IRAS）は、いずれの問題についても見解を公表していませ
ん。これはデジタルトークンに関するガイドの欠落部分です。合理的な解
釈は、トークンには所在地がなく、送金ベース課税は、経済的価値がシン
ガポールの銀行口座にあるシンガポールドル資金に換えられた時点、また
はシンガポールでの債務の支払いに用いられた時点で適用される、という
ものです。国外の取引所からシンガポールで規制を受ける取引所に移さ
れ、その後シンガポールドルで売却されたトークンは、明らかに送金され
ています。私見では、たまたまシンガポールにあるハードウェア・ウォ
レットに移されたトークンは、(c)号の意味で「シンガポールに持ち込まれ
た」ことにはなりません。財産とは台帳上の権利であり、デバイスは鍵に
すぎないからです。第D部第IX章におけるトークンの「所在地」について
のスイス法の分析も、目的は異なるものの、同様の結論に至っています。
この点は未確定であり、国外源泉の事業利益をトークンの形で国外に保持
するシンガポールの会社は、その立場を文書化し、金額が大きければ
IRASが異なる見解をとることを想定しておくべきです。

国外源泉の配当、支店利益またはサービス所得を受領する会社は、第13条
第8項に基づく非課税の適用を受けられる場合があります。そのために
は、その所得が外国の法域で課税の対象となっていること、その法域の表
面税率が15％以上であること、そして内国歳入庁長官（Comptroller）が非
課税措置が有益であると認めることが必要です。3 2020年の税制改革後、
ツークにおけるスイスの法人税の表面税率は15％を下回っています。その
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ため、ツークの子会社からシンガポールの親会社への配当は表面税率の要
件を満たさず、送金時にシンガポールで課税されます。スイスの源泉徴収
税については外国税額控除が認められます。これは、スイスの事業会社の
上にシンガポールの持株会社を置くグループにとって、繰り返し生じる想
定外の事態の1つです。第P部第IV章では、これを数値を用いて検討してい
ます。

注

Income Tax Act 1947, s. 13(7A)（居住者である個人がシンガポールで受
領する国外源泉所得の非課税。シンガポールのパートナーシップを
通じたものを除く）。 ↩

Income Tax Act 1947, s. 10(25)(a)–(c)（国外所得のシンガポールにおける
受領とみなす規定）。 ↩

Income Tax Act 1947, ss. 13(8) and 13(9)（配当、支店利益およびサービス
所得に係る国外源泉所得の非課税、課税対象要件および表面税率要
件）。 ↩

Disclaimer

This article is provided for general information only. It is based on publicly available sources as at its
date of publication. These sources have not been independently verified against licences, regulatory
registers or the records of the entities concerned. It is not legal, tax, financial or investment advice.
Nor is it a recommendation to invest in, transact with or use the services of any entity mentioned.
Law and regulation change frequently, so the content may be incomplete or outdated. To the fullest
extent permitted by law, Dr Alexander Ressos and the publisher of SingaporeIQ exclude all liability
for loss or damage arising from the use of or reliance on this article. Readers should obtain advice on
their specific circumstances before acting or refraining from action.
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Names and trademarks of the entities discussed belong to their owners and are used for identification
only. Their mention implies no endorsement, affiliation or allegation of wrongdoing. All Singapore
law advice is provided by a duly licensed and regulated firm of Singapore advocates and solicitors
only  on  the  basis  of  an  express  written  letter  of  engagement.  Corrections  and  updates:
contact@ressos.com.

©  2026  Dr  Alexander  Ressos.  This  article  may  be  quoted  with  attribution  to  SingaporeIQ
(SingaporeIQ.com). Reproduction in full and any commercial use require prior written consent. The
Legal Terms at https://singaporeiq.com/legal-terms apply.
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